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表紙
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  (証券コード：6137)

　  平成24年６月11日

株 主 各 位 　

　 東京都江戸川区西小岩三丁目35番16号
 （本社事務所　東京都墨田区太平三丁目４番８号）
 小池酸素工業株式会社
 代表取締役社長 小 池 哲 夫

第89期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。　　　　　　　　　
　さて、当社第89期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席く
ださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、お手数ながら同封の
議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、平成24年６月27日（水曜日）午後５
時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 平成24年６月28日（木曜日）午前10時
２．場 所 東京都墨田区江東橋三丁目９番10号
  墨田区・丸井共同開発ビル９階 すみだ産業会館 会議室
　 　 （株主総会会場が昨年と異なっておりますので、末尾の「株主総会会場

　   ご案内」をご参照いただき、お間違えのないようご注意願います。）

３．目 的 事 項  
 報 告 事 項 １．第89期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）
  事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役

会の連結計算書類監査結果報告の件
  ２．第89期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）
  計算書類報告の件
 決 議 事 項  
　　 第１号議案 剰余金の処分の件
　　 第２号議案 取締役13名選任の件

以　上

○当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。

○株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生じた場
合には、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレスht t p : / /
www.koikeox.co.jp）において、修正後の事項を周知させていただきます。

○株主総会会場の変更に伴い、例年行っておりました工場見学会は開催いたしま
せんので、あらかじめご了承くださいますようお願い申しあげます。
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（添付書類）

　

事　 業　 報　 告

(平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで)

　

　１．企業集団の現況に関する事項

　(1）事業の経過および成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災からの復旧が進み、

着実な持ち直しの動きがあったものの、期後半には欧州債務問題や円高の長

期化などにより依然として厳しい状況で推移しました。

　当社グループの主需要先である鉄鋼、造船、産業機械、建設機械などの各

業界においては、アジア経済の成長に支えられ堅調な動きが見られたものの、

東日本大震災の復興需要の遅れや中国経済の減速、円高による影響を受けて

設備投資は抑制傾向となりました。

　このような状況のもと、当社グループは海外市場への積極展開を図り、販

売活動の強化、新技術・新製品の開発、生産効率の向上、経費削減に積極的

に取り組み、業績の維持向上に努めましたが、減損損失12億72百万円を特別

損失に計上したため、当期純利益は減少しました。

　その結果、当連結会計年度の売上高は408億96百万円（前期比11.9％増）、

営業利益は12億96百万円（同3.8％減）、経常利益は13億40百万円（同10.0％

増）、当期純利益は９億85百万円（同25.6％減）となりました。

各部門の概況は、次のとおりであります。

  　機械装置部門　　機械装置部門においては、お客様の生産性の向上を目指す

とともに、作業者や作業環境に優しい切断機械システムの開発と販売に取

り組みました。新製品群を一堂に展示した新しいＦＡセンターを９月にＫ

ＯＩＫＥテクノセンター（千葉県千葉市）内に竣工させ、10月には秋季プ

ライベート・フェアを開催し、多くの引合い、受注を獲得しました。また、

省電力・メンテナンスフリーなどの観点から次世代のレーザー切断機とし

て「ファイバーレーザー切断機」の開発に取り組み、25ｍｍの厚鋼板の安

定切断を成功させました。

　　　　昨年春から発売した簡易型ＮＣ搭載切断機「ＰＮＣ－10」は、コスト面

と品質面が評価され、好調な販売が続きました。また、粉塵ヒューム・閃

光が無く、高圧水で切断するウォータージェット切断機「ＫＯＩＫＥＪＥ

Ｔ」は、多くの引合いを得て受注に結びつけることができました。さらに、

ストッカーを利用した自動搬出・搬入システム、歩留まり管理、集塵装置

など多岐にわたる総合生産管理システム「トランスフォーマー・プロダク
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ション・システム」を２台受注することができました。

　海外においては、新規開発したグローバル切断機「ＶＥＮＴＥＣ」、「Ｇ

ＡＭＭＡＴＥＣ」の２機種の生産・販売活動を欧州にて本格化させ、多く

の引合い、受注を獲得しました。６月の北京エッセンショーへの出展に続

き、７月にインドチェンナイで開催されたウェルドインディアに初出展す

るとともに、インドにコイケカッティングアンドウェルディング（インド）

㈱を設立し、インドおよびバングラデシュなどのインド周辺国へのマーケ

ット拡大に向けて本格的な営業活動を開始しました。また、コイケアロン

ソン㈱、ブラジル現地法人（コイケアロンソンブラジル㈲）との協業を行

い、中南米造船業界への営業活動を本格化させました。

　生産面においては、土気工場（千葉県千葉市）へ工場生産ラインの移転

を完了させ、在庫の削減、短納期化などの生産の効率化に取り組むととも

に、資材調達コストの削減などにより、収益の改善に努めました。また、

開発面においては、海外グループ会社との協業による国際標準機「ＩＮＴ

ＥＧＲＡＰＨ－ＧＬＯＢＡＬ」や、国際共通コントローラー「ＫＡＴＡＮ

Ａ」の開発を推進し、製品化に向けた生産体制の整備を行いました。

　その結果、売上高は174億84百万円（前期比26.2％増）、セグメント利益

９億88百万円（同110.3％増）となりました。

    高圧ガス部門　　工業用ガスにおいては、東日本大震災の影響を受けたもの

の、ガス供給設備の復旧に努め、販売量は回復基調に推移しました。また、

ガス営業強化事業所のガス選任者を中心として新規開拓およびシェアアッ

プに取り組むとともに、茨城ガスセンター㈱に炭酸ガス充塡設備を増設し、

従来の酸素・窒素と合わせ、総合ガスセンターとして充塡ガスの拡販を進

め、関西地区においては、新たに液体ヘリウムの販売を開始しました。さ

らに、ガスアプリケーションとして「酸素昇圧ユニット」、「ＰＳＡ」（省

電力省スペース窒素ガス発生装置）の提案営業を行い拡販に努めました。

　生産面においては、ガス工場における生産コスト削減と夏場の節電対策

に取り組むとともに、安定供給に努めました。また、保安強化・安全確保、

生産量増加に対応するため、可搬式超低温液化ガス容器を新規に投入し、

群馬工場においてはＲＦタグ（ＩＣタグ）による容器管理システムの構築

を推進するため、容器管理の実証実験を開始しました。

　医療分野においては、原発被災地域の医療機関への復旧対応に努めると

ともに、医療用ガス・機器の安定供給を行いました。販売においては、院

内主力製品「ヨックスディスポ」（ディスポーザブル吸引器）、「バラー

メド」（高気圧酸素治療装置）の販売が好調に推移しました。さらに、11

月にはＨＯＳＰＥＸ Ｊａｐａｎ 2011（医療福祉設備展）に出展、「ＬＥ

Ｄ無影灯」などを展示し、販売につなげました。
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　その結果、売上高は153億５百万円（前期比5.7％増）、セグメント利益

10億73百万円（同7.6％増）となりました。

　　溶接機材部門　　溶接機材部門においては、溶接材料メーカー各社の価格改

定に伴い、値上げ前需要に対応しましたが、東日本大震災の影響により、

特に建築鉄骨産業の業績が低迷し販売量は減少しました。

　溶接機器においては、各地域にて展示会を開催し、震災の復興需要など

もあり、溶接機を中心とした引合い、受注を得ることができました。また、

溶接用遮光プレート、溶接用シールドガスホースセットなどの溶接用新商

品についても成果をあげることができました。５月から９月まで「安全」

をテーマとしたアポロＵＬ認証取得記念セールを実施し、各地で逆火公開

実験を行い、逆火防止器の拡販につなげるとともに、節電対策商品として、

工業用扇風機、スポットクーラーなどの季節商品を全国展開により拡販を

図りました。また、11月から３月までアタックキャンペーン2011を実施し、

各地域の展示即売会にも参加し、円高を生かした新型液晶溶接面、グラス

ウール製裏あて材、革手袋などの取扱新商品の拡販を図り、成果をあげる

ことができました。

　その結果、売上高は69億97百万円（前期比8.8％増）、セグメント利益１

億10百万円（同34.4％増）となりました。

　　その他　　ガス機器においては、新規開発した普及型排ガス処理装置「ＯＣ

ＳＥＲＤ」の代理店を開拓するとともに、中国の太陽電池業界に対して、

５月に開催された上海の国際太陽光展示会でＰＲするなど積極的に販売促

進しましたが、世界的に設備投資が低調な中、受注増にはつながりません

でした。ヘリウム液化機においては、大学研究機関に１台納入、１台受注

するとともに、感染性医療廃棄物処理システム「ＤＯＭＩＷＳ」を大学附

属病院に１台納入しました。

　その結果、売上高は11億８百万円（前期比37.7％減）、セグメント利益

49百万円（同88.2％減）となりました。 

　

 （2）対処すべき課題

　今後のわが国経済は、東日本大震災からの復興需要や円高の修正などを背

景に景気の持ち直しが期待されるものの、原油高、電力不足、雇用情勢の低

迷、世界経済の減速懸念などにより先行き不透明感が強く、引き続き厳しい

経営環境が続くと思われます。

　このような情勢のもと、当社グループは世界市場に向けた新技術・新製品

の開発および既存海外生産拠点での分業生産体制、販売体制の一層の強化を

図り、変化する市場に対応してまいります。

　機械装置部門においては、４月に大阪で開催される国際ウエルディングシ

ョーを皮切りに「ソリューションメーカーとして、切断から溶接へ、厚板か
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ら薄板へ、そして世界へ」をテーマに、より良い製品とより高度な技術をお

客様へ提供します。中でも、安定性と経済性を追及したガントリータイプの

中大型切断機の２ｋＷファイバーレーザー「ＦＩＢＥＲＧＲＡＰＨ－2520」

を展示し、販売を開始します。また、国際共通コントローラー「ＫＡＴＡＮ

Ａ」を搭載した中板・薄板分野に向けた国際標準機「ＩＮＴＥＧＲＡＰＨ－

ＧＬＯＢＡＬ」の国内販売を開始するとともに、中国・韓国を含むアジア市

場においても中小型ＮＣ切断機の販売を本格化させます。　

　高圧ガス部門においては、ガスアプリケーションの充実を図り、ガスの新

規拡販を推進するとともに、ガス配送の効率化およびガス工場の原価低減に

取り組むことにより利益確保に努めます。さらに、懸案であるガス充塡工場

の再構築と保安・安全の確保から容器使用料の徴収に向けた取組を行います。

　医療分野においては、基本機能を向上させた「ジャスミン」（睡眠時無呼

吸症候群治療装置）の後継機の開発に取り組みます。

　溶接機材部門においては、円高メリットを生かし、価格競争力のある輸入

新商品による拡販を図るとともに、国内外で展示会、溶接施工相談会の開催

および参加を継続し溶接機をはじめ取扱製商品のＰＲを実施します。また、

物流拠点を整備し、物流コストの削減および販路拡大により溶接材料の拡販

を図ります。

　その他の部門においては、排ガス処理装置のシリーズ化の促進とさらなる

コストダウンを継続するとともに、国内の大学、研究機関からのヘリウム液

化機の受注に注力します。

　

　当社グループは、コーポレートガバナンスの強化、リスク管理の充実も企

業の継続的な成長・発展と長期的な企業価値の向上を図るための重要な経営

課題と認識しており、「内部統制システムの構築に関する基本方針」に基づ

き、法令遵守と企業倫理の徹底のため、内部統制システムを一層充実させて

まいります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援とお引立てを賜り

ますようお願い申しあげます。
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(3) 設備投資および資金調達の状況

　当連結会計年度の設備投資の状況につきましては、事務所棟の新設、生産設

備の更新およびガス供給装置などの増販用設備を中心に総額15億21百万円の投

資を実施いたしました。

　なお、この所要資金は、借入金および自己資金により充当しております。

　

(4) 財産および損益の状況の推移

①　企業集団の財産および損益の状況の推移

区 分
平成20年度
（第86期）

平成21年度
（第87期）

平成22年度
（第88期）

平成23年度
（第89期）

売 上 高 (百万円） 54,017 38,915 36,544 40,896

経 常 利 益 (百万円） 4,390 1,273 1,219 1,340

当 期 純 利 益 (百万円） 2,281 856 1,324 985

１株当たり当期純利益(円） 54.07 20.44 31.61 23.52

総 資 産 (百万円） 53,113 48,855 48,485 49,488

純 資 産 (百万円） 20,848 21,843 22,321 23,112

 （注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数から期中平均自己株式数を控除した

株式数に基づいて算出しております。 

 

②　当社の財産および損益の状況の推移

区 分
平成20年度
（第86期）

平成21年度
（第87期）

平成22年度
（第88期）

平成23年度
（第89期）

売 上 高 (百万円） 37,992 25,826 25,361 27,295

経 常 利 益 (百万円） 2,890 714 879 573

当 期 純 利 益 (百万円） 1,564 587 1,192 537

１株当たり当期純利益(円） 37.06 14.01 28.46 12.84

総 資 産 (百万円） 41,962 38,955 38,684 38,776

純 資 産 (百万円） 17,509 18,034 18,743 19,167

 （注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数から期中平均自己株式数を控除した

株式数に基づいて算出しております。
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(5) 重要な親会社および子会社の状況

①　親会社の状況

該当事項はありません。

 

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当社の出資比率

主 な 事 業 内 容
直 接 間 接

 百万円 ％ ％  

株式会社小池メディカル 261 45.7 19.9
医療用ガス、医療機器の
製造販売

 百万円    

株 式 会 社 群 馬 コ イ ケ 30 40.0 30.0
溶断機器、医療機器等の
製造

 百万円    

東 京 酸 商 株 式 会 社 55 66.7 13.0
溶断機器、高圧ガス、
溶接機材の販売

 百万円    

菅 沼 産 業 株 式 会 社 48 70.8 29.2
溶断機器、高圧ガス、
溶接機材の販売

 米ドル    

コイケアロンソン株式会社 1,000 91.7 0.4 機械装置等の製造販売

 千ユーロ    

コイケヨーロッパＢ．Ｖ． 1,498 100.0 － 機械装置等の販売

 千米ドル    

小池酸素（唐山）有限公司 7,650 100.0 － 機械装置等の製造販売

 百万ウォン    

コイケコリア・エンジニアリング株式会社 477 31.0 49.0 機械装置等の製造販売

 千ユーロ    

コイケフランス有限会社 15 5.0 95.0 機械装置等の販売

 千ユーロ    
コイケエンジニアリング・
ジ ャ ー マ ニ ー 有 限 会 社 200 29.9 29.9 機械装置等の製造販売

 千レアル    
コイケアロンソンブラジル有限会社
　

16
－
　

100.0
　

機械装置等の販売
　



2012/05/29 19:57:55 ／ 11810192_小池酸素工業株式会社_招集通知

主要な事業内容、主要な営業所及び工場、使用人の状況

－ 8 －

(6) 主要な事業内容（平成24年３月31日現在）

当社グループは、機械装置、高圧ガスの製造・販売および溶接機材の販売を

主たる事業としており、事業部門別の主な製商品は次のとおりであります。

部 門 主　要　製　商　品　名

機 械 装 置

レーザー切断機（ＣＯ2、ファイバー）、ＮＣプラズマ切断機、

ＮＣガス切断機、ウォータージェット切断機、

アイトレーサー切断機、製鉄機械、ポータブル自動切断機、

ガス溶断関連機器、プラズマ形鋼切断装置、切断ロボット、

プラズマ溶接装置、溶接自動機、溶接治具、溶接装置、

分析装置用ガス供給システム　等

高 圧 ガ ス

酸素、窒素、アルゴン、溶解アセチレン、炭酸、プロパン、

食品添加用ガス、ヘリウム、水素、笑気ガス、滅菌ガス、

レーザー用混合ガス、溶接用混合ガス、医療機器　等

溶 接 機 材

電気溶接機、溶接材料、ガス継手、溶接ロボット、

ケミカル商品、金属充塡剤、緩衝機器、マグネット機器、

環境機器、溶接切断用安全保護用具および諸材料　等

そ の 他
医療廃棄物プラズマ溶融処理システム、低温機器、極限機器、

排ガス処理装置　等

 

(7) 主要な営業所および工場（平成24年３月31日現在）

①　当社

支 店

東 京（ 東 京 都 江 東 区 ） 大 阪（ 大 阪 府 大 阪 市 ）

名 古 屋（愛知県名古屋市） 中 国（ 広 島 県 尾 道 市 ）

九 州（福岡県北九州市） 城 北（ 埼 玉 県 川 口 市 ）

千 葉（ 千 葉 県 市 原 市 ） 京 浜（神奈川県川崎市）

北 関 東（群馬県伊勢崎市）  

営 業 所

札 幌（ 北 海 道 札 幌 市 ） 東 北（ 宮 城 県 仙 台 市 ）

茨 城（ 茨 城 県 日 立 市 ） 総 武（ 千 葉 県 白 井 市 ）

静 岡（ 静 岡 県 静 岡 市 ） 神 戸（兵庫県加古川市）

四 国（ 香 川 県 坂 出 市 ） 長 崎（ 長 崎 県 長 崎 市 ）

工 場

土 気（ 千 葉 県 千 葉 市 ） 千 葉（ 千 葉 県 市 原 市 ）

白 井（ 千 葉 県 白 井 市 ） 群 馬（群馬県伊勢崎市）

兵 庫（ 兵 庫 県 神 崎 郡 ） 尾 道（ 広 島 県 尾 道 市 ）
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②　子会社

会 社 名 本 社 所 在 地

株式会社小池メディカル 東京都江戸川区

株式会社群馬コイケ 群馬県伊勢崎市

東京酸商株式会社 千葉県白井市

菅沼産業株式会社 東京都台東区

コイケアロンソン株式会社 アメリカ・ニューヨーク州

コイケヨーロッパＢ．Ｖ． オランダ・北ホラント州

小池酸素（唐山）有限公司 中国・河北省

コイケコリア・エンジニアリング株式会社 韓国・慶尚北道

コイケフランス有限会社 フランス・ロレーヌ州

コイケエンジニアリング・ジャーマニー有限会社 ドイツ・ヘッセン州

コイケアロンソンブラジル有限会社 ブラジル・サンパウロ州

　
(8) 従業員の状況（平成24年３月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況

事 業 区 分 従 業 員 数 前期末比増減

機 械 装 置 616名 ＋26名

高 圧 ガ ス 263名 △13名

溶 接 機 材 66名 △2名

そ の 他 18名 ＋1名

全社（共通） 46名 ＋19名

合 計 1,009名 ＋31名

（注）上記のほか常勤顧問・嘱託・臨時従業員142名が在籍しております。
　
②　当社の従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

男性 313名 △6名 39.9歳 13.7年

女性 37名 △1名 38.0歳 14.7年

合計 350名 △7名 39.7歳 13.8年

（注）上記のほか常勤顧問・嘱託・臨時従業員81名が在籍しております。
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(9) 主要な借入先の状況（平成24年３月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,302百万円

株 式 会 社 千 葉 銀 行 1,092百万円

中 央 三 井 信 託 銀 行 株 式 会 社 925百万円

（注）中央三井信託銀行株式会社は、平成24年４月１日をもって、住友信託銀行株式会社、

      中央三井アセット信託銀行株式会社と合併し、三井住友信託銀行株式会社に商号を変更

      しております。
　

(10) その他企業集団の現況に関する重要な事項
特記すべき事項はありません。
　

２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成24年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 179,100,000株 　

②　発行済株式の総数 41,877,013株（自己株式3,352,319株を除く。）

③　株主数 3,539名 　

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

 千株 ％

大 陽 日 酸 株 式 会 社 2,668 6.37

小 池 商 事 株 式 会 社 2,479 5.92

小 池 酸 素 工 業 取 引 先 持 株 会 2,061 4.92

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 2,053 4.90

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 2,048 4.89

株 式 会 社 千 葉 銀 行 1,993 4.76

中 央 三 井 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,742 4.16

株 式 会 社 東 京 都 民 銀 行 1,526 3.64

小 池 義 夫 1,337 3.20

株 式 会 社 常 陽 銀 行 1,130 2.70

（注）１．当社は自己株式3,352,319株を保有しておりますが、上記の大株主には含めておりま

せん。

　　　２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

　　　３．中央三井信託銀行株式会社は、平成24年４月１日をもって、住友信託銀行株式会社、

中央三井アセット信託銀行株式会社と合併し、三井住友信託銀行株式会社に商号を

変更しております。
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(2) 会社役員に関する事項

①　取締役および監査役の氏名等（平成24年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 会 長 小 池 康 雄 小池商事株式会社代表取締役社長　

代表取締役社長 小 池 哲 夫

機械部長　

小池酸素（唐山）有限公司董事長

栃木共同アセチレン株式会社代表取締役社長

群馬共同液酸株式会社代表取締役社長　

代表取締役副社長 横 田 　 修 管理部長

常 務 取 締 役 山 脇 真 一
機械販売部長兼機械部副部長

コイケコリア・エンジニアリング株式会社代表理事社長

常 務 取 締 役 石 田 孝 道 機械生産部長兼国際技術部長

常 務 取 締 役 吉 田 修 一
営業部長、先端機器事業所管掌兼環境システム

グループ管掌

取 締 役 今 城 　 進
海外部長兼インド現地法人設立準備室長

コイケヨーロッパ B.V.CEO　

取 締 役 岡 崎 　 隆
東京支店長、溶材商品部長兼東日本グループ長

株式会社市川総合ガスセンター代表取締役社長

取 締 役 丸 山 要 一 機械生産部技術部長

取 締 役 久 保 直 樹

ガス部長

茨城ガスセンター株式会社代表取締役社長

川口總合ガスセンター株式会社代表取締役

株式会社埼北総合ガスセンター代表取締役社長

千葉アセチレン株式会社代表取締役社長　
取 締 役 大久保　義　孝 大阪支店長兼西日本グループ長

取 締 役 小 池 康 洋
国際技術部長補佐

コイケヨーロッパ B.V.COO

取 締 役 小 池 正 孝 小池酸素（唐山）有限公司総経理

取 締 役 森 脇 慶 司  日鐵商事株式会社執行役員

常 勤 監 査 役 清 水 一 馬  

監 査 役 友 國 八 郎 株式会社商船三井最高顧問

監 査 役  田  郎  

監 査 役 松 尾 武 久  JFE商事株式会社顧問

（注）１．平成23年６月29日開催の第88期定時株主総会において、森脇慶司氏が新たに取締役
に選任され、就任いたしました。

　　　２．取締役森脇慶司氏は、社外取締役であります。
　　　３．平成23年６月29日開催の第88期定時株主総会において、松尾武久氏が新たに監査役

に選任され、就任いたしました。
　　　４．監査役友國八郎、田郎および松尾武久の３氏は、社外監査役であります。

５．常勤監査役清水一馬氏は、当社経理部門における長年の業務経験を有するとともに
税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有しており
ます。

６．当社は、監査役友國八郎氏および監査役田郎氏を東京証券取引所の定めに基づ
く独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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②　取締役および監査役の報酬等の総額

区 分 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役
（う　ち　社　外　取　締　役）

14名
(1)

174百万円
(2)

監 査 役
（う　ち　社　外　監　査　役）

4名
(3)

26百万円
(8)

合 計 18名 200百万円

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬額は、平成20年６月27日開催の第85期定時株主総会において年額400百

万円以内と決議いただいております。

３．監査役の報酬額は、平成20年６月27日開催の第85期定時株主総会において年額70百

万円以内と決議いただいております。

 

③　社外役員に関する事項

１）他の法人等との兼任状況および当社と当該他の法人等との関係

取締役森脇慶司氏は日鐵商事株式会社の執行役員であります。当社と兼

職先との間には、機械装置等の販売の取引関係があります。

監査役友國八郎氏は株式会社商船三井の最高顧問であります。当社と兼

職先との間には、特別な関係はありません。

監査役松尾武久氏はＪＦＥ商事株式会社の顧問であります。当社と兼職

先との間には、機械装置等の販売の取引関係があります。　

２）主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

３）当事業年度における主な活動状況

地 位 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 森 脇 慶 司
平成23年６月29日就任以降に開催された取締役会９回のう
ち８回に出席し、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を
確保するための質問・助言を適宜行っております。

監 査 役 友 國 八 郎
当事業年度に開催された取締役会13回の全てに出席、監査
役会６回の全てに出席し、取締役会の意思決定の妥当性・
適正性を確保するための質問・助言を適宜行っております。

監 査 役  田  郎
当事業年度に開催された取締役会13回の全てに出席、監査
役会６回の全てに出席し、取締役会の意思決定の妥当性・
適正性を確保するための質問・助言を適宜行っております。

監 査 役 松 尾 武 久

平成23年６月29日就任以降に開催された取締役会９回の全
てに出席、監査役会４回の全てに出席し、取締役会の意思
決定の妥当性・適正性を確保するための質問・助言を適宜
行っております。
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４）責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役および各社外監査役は、会社法第423条第１項の損害賠

償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の

限度額は、法令が定める金額としております。

　

(3) 会計監査人の状況

①　会計監査人の名称 東光監査法人

　

②　報酬等の額

 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 34百万円

当社および当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その
他の財産上の利益の合計額

34百万円

（注）１．当社の子会社のうち在外子会社は、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受け

ております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できな

いため、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記

載しております。

　

③　非監査業務の内容

該当事項はありません。

　

④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または監査役会の請求

に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的とする

ことといたします。

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す

ると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いた

します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される

株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたし

ます。
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(4) 業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制について、取締役会において以

下のとおり基本方針を決定しております。

①　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための

体制

１）コンプライアンス規程を制定し、取締役を委員長とするコンプライア

ンス委員会を発足のうえ、その運用を図る。

２）取締役が法令・定款および当社の経営理念、基本方針を遵守した行動

をとるための行動規範・倫理規程を定め、その徹底を図るためコンプ

ライアンス委員会は取締役教育等を行う。

３）内部監査室はコンプライアンス委員会と連携のうえ、コンプライアン

スの状況を監査する。

４）内部通報規程を制定し、社内および社外に通報窓口を設置、通報事項

はコンプライアンス委員会に報告される。

５）上記１）～４）の活動は定期的に取締役会および監査役会に報告され

るものとする。

　

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

１）取締役会、常勤役員会等の議事録、稟議書その他取締役の職務執行に

係る情報を社内規程に従い保存・管理する。

２）取締役および監査役は文書管理規程により、上記１）の情報を常時閲

覧できるものとする。

　

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

１）各部門ごとにリスク対策規程（ルール）を制定し、必要に応じ研修、

指導、配布等を行う。

２）新たに生じたリスクについては、速やかに対応責任者となる取締役を

定める。

３）内部監査室が各部門ごとのリスク管理の状況を監査し、取締役会およ

び監査役会に報告する。

　

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

１）中期経営計画および毎期の利益計画、部門方針の策定により、担当部

門が実施すべき具体的な施策および効率的な業務遂行体制を決定する。
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２）各担当部門の取締役は中期経営計画および毎期の利益計画、部門方針

の達成状況について、定期的に取締役会に報告する。

　

⑤　使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための

体制

１）コンプライアンス確保のための研修、指導の実施により使用人への周

知、徹底を図る。

２）内部通報規程を制定し、社内および社外に通報窓口を設置、通報事項

はコンプライアンス委員会に報告される。

　

⑥　会社ならびに親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正

を確保するための体制

１）各グループ会社の経営担当役員は、コンプライアンス、リスク管理の

体制を構築する権限と責任を有し、各グループ会社が適切な内部統制

システムの整備を行うよう指導する。

２）当社内部監査室は、当社グループにおける内部監査を実施し、グルー

プ業務全般にわたる内部統制の有効性と妥当性を確保する。

３）監査役がグループ全体の監視・監査を実効的かつ適正に行えるよう、

会計監査人および内部監査室との緊密な連携体制を構築する。

　

⑦　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項

「内部監査室」の構成員を補助使用人とし、監査役会の事務局業務も併

せて担当する。

　

⑧　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

補助使用人の人事異動・人事評価については監査役会の意見を尊重する

ものとする。
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⑨　取締役および使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役へ

の報告に関する体制

取締役および使用人は次の重要事項を監査役に報告する。

なお、報告の方法については、取締役と監査役会との協議により決定す

る。

１）当社および当社グループに著しい信用の低下・損害を及ぼすおそれの

ある事実

２）当社および当社グループの経営・業績に影響を及ぼす重要事項

３）内部監査の実施状況

４）重大な法令・定款違反

５）その他上記１）～４）に準じる事項

　

⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

１）監査役は取締役会等その他重要な会議に出席する。

２）監査役会は代表取締役社長、会計監査人それぞれとの間で定期的に意

見交換会を開催する。

３）監査役会は必要に応じて内部監査室、コンプライアンス委員会等に調

査・報告等を要請する。

　

なお、反社会的勢力排除への取組につきましては、当社は社会秩序や安全に

脅威を与える反社会的勢力とは、一切の関係を持たないとともに、不当な要求

にも妥協せず毅然とした態度で対処いたします。「行動規範」にも明記して、

従業員への周知に努めてまいります。

　



本事業報告中の記載金額および株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表

示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成24年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　 産 　 の 　 部 ） 　 （ 負 　 債 　 の 　 部 ） 　

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

の れ ん

リ ー ス 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

30,234

7,327

13,551

74

4,457

1,689

1,888

418

1,071

△245

19,254

15,315

3,925

1,014

488

9,148

679

59

512

94

20

398

3,426

2,087

115

1,422

△198

流 動 負 債 19,468

支払手形及び買掛金 11,219

短 期 借 入 金 2,979

一年以内返済予定の長期借入金 1,084

一年以内償還予定の社債 210

リ ー ス 債 務 316

未 払 法 人 税 等 548

賞 与 引 当 金 449

役 員 賞 与 引 当 金 55

受 注 損 失 引 当 金 15

製 品 保 証 引 当 金 16

そ の 他 2,574

固 定 負 債 6,907

社 債 240

長 期 借 入 金 2,288

リ ー ス 債 務 434

繰 延 税 金 負 債 1,725

再評価に係る繰延税金負債 1,260

退 職 給 付 引 当 金 280

役員退職慰労引当金 207

資 産 除 去 債 務 13

そ の 他 456

負 債 合 計 26,375

（純　資　産　の　部）  

株 主 資 本 21,718

資 本 金 4,028

資 本 剰 余 金 2,357

利 益 剰 余 金 16,152

自 己 株 式 △820

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 　 42

その他有価証券評価差額金 327

土 地 再 評 価 差 額 金 1,236

為 替 換 算 調 整 勘 定 △1,520

少 数 株 主 持 分 1,352

純 資 産 合 計 23,112

資 産 合 計 49,488 負 債 ・ 純 資 産 合 計 49,488
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連 結 損 益 計 算 書

(平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高  40,896

売 上 原 価  30,448

売 上 総 利 益  10,447

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  9,150

営 業 利 益  1,296

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 25  

受 取 配 当 金 57  

受 取 賃 貸 料 86  

ス ク ラ ッ プ 売 却 益 34  

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 48  

そ の 他 46 299

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 103  

賃 貸 費 用 75  

為 替 差 損 35 　

そ の 他 40 255

経 常 利 益  1,340

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 1,053  

負 の の れ ん 発 生 益 59  

受 取 保 険 金 33 　

収 用 補 償 金 737  

そ の 他 3 1,887

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 売 却 損 82  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 13  

減 損 損 失 1,272  

工 場 移 転 費 用 171  

災 害 に よ る 損 失 40 　

そ の 他 0 1,581

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  1,646

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 883  

法 人 税 等 調 整 額 △392 490

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 　 1,155

少 数 株 主 利 益 　 170

当 期 純 利 益  985
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連結株主資本等変動計算書

(平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで)

（単位：百万円）

 
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成23年4月１日期首残高 4,028 2,357 16,683 △819 22,249

連結会計年度中の変動額      

剰 余 金 の 配 当   △293  △293

土地再評価差額金の取崩   △1,222  △1,222

当 期 純 利 益   985  985

自 己 株 式 の 取 得    △1 △1

自 己 株 式 の 処 分  △0  0 0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

     

連結会計年度中の変動額合計 － △0 △530 △1 △531

平成24年３月31日期末残高 4,028 2,357 16,152 △820 21,718

 

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

少 数 株 主
持 分

純資産合計その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

土 地 再 評
価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包
括利益累計
額 合 計

平成23年４月１日期首残高 324 △0 △160 △1,393 △1,228 1,300 22,321

連結会計年度中の変動額        

剰 余 金 の 配 当       △293

土地再評価差額金の取崩       △1,222

当 期 純 利 益       985

自 己 株 式 の 取 得       △1

自 己 株 式 の 処 分       0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

2 0 1,396 △127 1,271 51 1,322

連結会計年度中の変動額合計 2 0 1,396 △127 1,271 51 791

平成24年３月31日期末残高 327 － 1,236 △1,520 42 1,352 23,112
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連結注記表

記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

連結子会社の数 …………………… 11社

連結子会社の名称 ………………… コイケアロンソン株式会社

 コイケヨーロッパＢ．Ｖ．

 小池酸素（唐山）有限公司

 株式会社小池メディカル

 株式会社群馬コイケ

 東京酸商株式会社

 コイケコリア・エンジニアリング株式会社

 菅沼産業株式会社

 コイケフランス有限会社

 コイケエンジニアリング・ジャーマニー有限会社

 コイケアロンソンブラジル有限会社

 上記のうち、コイケアロンソンブラジル有限会社に

ついては、当連結会計年度において新たに設立した

ため、連結の範囲に含めております。

②　非連結子会社

主要な非連結子会社の名称 ……… 株式会社コイケテック、株式会社菱小、

コイケコリア・ハマン株式会社

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影

響を及ぼしていないためであります。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法適用会社の状況

持分法適用会社の数 ……………… １社

持分法適用会社の名称 …………… コイケコリア・ハマン株式会社

②　持分法非適用会社

主要な持分法非適用会社の名称 … 株式会社コイケテック、株式会社菱小

（持分法を適用しない理由）

持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、コイケアロンソン株式会社、コイケヨーロッパＢ．Ｖ．、小池酸素

（唐山）有限公司、東京酸商株式会社、コイケコリア・エンジニアリング株式会社、菅

沼産業株式会社、コイケフランス有限会社、コイケエンジニアリング・ジャーマニー有

限会社、コイケアロンソンブラジル有限会社の決算日は、12月31日であります。連結計

算書類の作成にあたっては、決算日現在の計算書類を使用しており、連結決算日までの

間に生じた重要な取引は、連結上必要な調整を行っております。



2012/05/29 19:57:55 ／ 11810192_小池酸素工業株式会社_招集通知

連結注記表

－ 21 －

(4) 会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの …………… 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの …………… 移動平均法による原価法

ロ　デリバティブ

時価法を採用しております。

ハ　たな卸資産

移動平均法、個別法、総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産 …………………… 主として定率法、在外連結子会社は定額法

（リース資産を除く） ただし、当社及び国内連結子会社については、平成

10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）については定額法によっております。

無形固定資産 …………………… 定額法

（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。

リース資産 ……………………… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。

③　重要な引当金の計上基準

貸倒引当金 ……………………… 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

賞与引当金 ……………………… 従業員に対して支給する賞与に充てるため、賞与支

給見込額の当連結会計年度負担額を計上しておりま

す。

役員賞与引当金 ………………… 役員に対して支給する賞与に充てるため、賞与支給

見込額を計上しております。

受注損失引当金 ………………… 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会

計年度において将来の損失が見込まれ、かつ、当該

損失額を合理的に見積ることが可能なものについて、

翌連結会計年度以降の損失見込額を引当計上してお

ります。
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退職給付引当金 ………………… 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）による定額法によ

り、発生年度から費用処理しております。数理計算

上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理することとしております。

役員退職慰労引当金 …………… 一部の連結子会社においては、役員の退職慰労金の

支給に充てるため、役員退職慰労金支給内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。

製品保証引当金 ………………… 製品納入後に発生する補修費用の支出に充てるため、

見積額を計上しております。（連結子会社のうち１

社）

④　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。なお、在外連結子会社の資産、負債、収益及び費用は、在

外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における

為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めております。

⑤　重要なヘッジ会計の方法

イ　ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替相場変動リスクのヘッジについて振

　　当処理の要件を充たしている場合には振当処理を採用しております。

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　ヘッジ手段 …………………… 為替予約

　　　　ヘッジ対象 …………………… 輸出取引に係る外貨建売掛債権

　ハ　ヘッジ方針

　　　当社管理部の管理により、輸出成約見込高の範囲内で行うこととしており、投機目的

　　　の取引は行っておりません。

　ニ　ヘッジ有効性評価の方法

　　　ヘッジ手段とヘッジ対象が対応していることを確認することにより、有効性を評価し

　　　ております。

⑥　のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、発生年度に効果の発現する期間の見積もりが可能なものにつ

いてはその年数で、それ以外のものについては５年間で均等償却しております。ただし、

金額が僅少なものは発生年度に全額償却しております。

⑦　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　　　消費税等の会計処理 ………… 税抜方式によっております。
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(5) 追加情報

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）　

　当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上

の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び

「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24

号　平成21年12月４日）を適用しております。　

　なお、「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第14

号）に基づき、当連結会計年度の「貸倒引当金戻入額」は、「営業外収益」に計上しており

ます。　

　

２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産 　 百万円

建物 192 

土地 3,402 

その他 18 

計 3,612 

②　担保に係る債務  百万円

短期借入金 1,533 

長期借入金及び一年以内返済予定の長期借入金 2,346 

計 3,879 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 14,483百万円

(3) 保証債務

他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。

  百万円

小池高圧ガス協同組合 159 

新洋酸素株式会社 68 

川口總合ガスセンター株式会社 45　

株式会社市川総合ガスセンター　　 19 

計 294 

(4) 土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関す

る法律の一部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土

地の再評価を行い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし

て負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計

上しております。

・再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号

に定める路線価及び路線価のない土地は第２条第３号に定める固定資産税評価額に基

づいて、奥行き価格補正等の合理的な調整を行って算出しております。

・再評価を行った年月日　　　　　　　　　　　　　　　 　　平成14年３月31日

・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

（時価が帳簿価額を下回る金額） 2,145百万円

　



2012/05/29 19:57:55 ／ 11810192_小池酸素工業株式会社_招集通知

連結注記表

－ 24 －

３．連結損益計算書に関する注記

(1) たな卸資産の帳簿価額の切下げ

売上原価には、収益性の低下に伴う簿価切下げによる、たな卸資産評価損24百万円が含ま

れております。

(2) 減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しておりま

す。

場　所 用　途 種　類
金　額

（百万円）

機械装置事業におけ
る 土 気 工 場
（千葉県千葉市）

事業用資産
土地、建物及び構築物、

機械装置及び運搬具等　
1,212

千 葉 県 柏 市 他 遊休資産 土地等 59

当社グループは、事業用資産については管理会計上の区分を基礎として地域毎に、賃貸資

産及び遊休資産については物件毎にグルーピングを行っております。

その結果、営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなっている事業用資産及び地価

の下落により回収可能価額が帳簿価額を下回っている遊休資産について、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（1,272百万円）として特別損失に計上しま

した。その内訳は、土地229百万円、建物及び構築物468百万円、機械装置及び運搬具378

百万円、その他196百万円であります。

なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、時価の算定は鑑定

評価額等、売却や他への転用が困難な資産は零として評価しております。 

 

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当 連 結 会 計 年 度

期首株式数(千株)

当 連 結 会 計 年 度 増

加 株 式 数 ( 千 株 )

当 連 結 会 計 年 度 減

少 株 式 数 ( 千 株 )

当 連 結 会 計 年 度

末 株 式 数 ( 千 株 )

発行済株式     

普 通 株 式 45,229 － － 45,229

合 計 45,229 － － 45,229

自己株式     

普通株式　(注) 3,348 5 1 3,352

合 計 3,348 5 1 3,352

（注）　変動事由

増加の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取 5千株

減少の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買増し請求による売却 1千株
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(2) 配当に関する事項

①　配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成23年６月29日
定 時 株 主 総 会

普通株式 293 7 平成23年３月31日 平成23年６月30日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

平成24年６月28日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を

次のとおり提案しております。

配当金の総額 293百万円

１株当たり配当額 7円

基準日 平成24年３月31日

効力発生日 平成24年６月29日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

 

５．金融商品に関する注記　

(1)金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については、短期的な預金等に限定し、また、資金調達につ

いては、銀行借入等による方針であります。デリバティブは、為替変動リスクを回避す

るために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。　

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リ

スクに関しては、与信管理の基準に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うと

ともに、必要に応じ取引先の信用状況を把握する体制としております。

投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有

する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。

営業債務である支払手形及び買掛金、未払法人税等は、そのほとんどが１年以内の支払

期日であります。

社債及び借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、社債及び長

期借入金（原則として５年以内）は主に設備投資に係る資金調達であります。

リース債務は、設備投資を目的としたものでありますが、固定金利での契約であるため、

金利の変動リスクはありません。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務にかかる為替の変動リスクに対するヘッ

ジを目的とした先物為替予約であります。デリバティブ取引については、取引相手先を

高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクはほとんどないものと認識して

おります。なお、デリバティブ取引の執行・管理については取引に関する管理規定に従

い管理部で行われ、定期的にデリバティブ取引の残高状況、評価損益状況を管理してお

ります。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んで

いるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもありま

す。また、｢(2)金融商品の時価等に関する事項｣におけるデリバティブ取引に関する契約

額等については、その金額自体に係る市場リスクを示すものではありません。
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(2)金融商品の時価等に関する事項

平成24年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません

((注２)参照)。　

　
連結貸借対照表

計上額
  (百万円)　

時　価
　(百万円)　

差　額
　(百万円)　

①現金及び預金 　7,327 　7,327 　－

②受取手形及び売掛金 　13,551 　    　    

貸倒引当金(※１） 　△245 　    　    

受取手形及び売掛金（純額） 　13,305 　13,296 　△9

③有価証券及び投資有価証券 　    　    　    

満期保有目的の債券 　75 　75 　－

その他有価証券 　2,050 　2,050 　－

資産合計 　22,758 　22,749 　△9

①支払手形及び買掛金 　11,219 　11,219 －

②短期借入金 　2,979 　2,979 　－

③一年以内返済予定の長期借入金 　1,084 　1,084 　－

④一年以内償還予定の社債 　210 　210 　－

⑤リース債務(流動) 　316 　316 　－

⑥未払法人税等　 　548 　548 　－

⑦社債 　240 　241 　1

⑧長期借入金 　2,288 　2,293 　4

⑨リース債務（固定） 　434 　437 　2

負債合計 　19,322 　19,330 　8

デリバティブ取引(※２） 　△8 　△8 　－

　(※１)受取手形及び売掛金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。

　(※２)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

　

　(注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

①現金及び預金

預金は短期であるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

②受取手形及び売掛金

これらのうち、短期間で決済されるものについては、時価は帳簿価額とほぼ等しいこと

から、当該帳簿価額によっております。また、決済までの期間が長期となるものについ

ては、回収計画に基づき割り引いた現在価値によっております。

③有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取

引金融機関等から提示された価格によっております。　　
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負　債

①支払手形及び買掛金、②短期借入金、③一年以内返済予定の長期借入金、

④一年以内償還予定の社債、⑤リース債務（流動）、⑥未払法人税等　

これらは短期間で決済又は納付されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。

⑦社債、⑧長期借入金、⑨リース債務（固定）　

これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規発行、借入又はリース取引を行った場

合に想定される利率で割り引いた現在価値によっております。

デリバティブ取引

デリバティブ取引の時価については、取引金融機関から提示された価格等によっておりま

す。　

　

　(注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区　分
連結貸借対照表計上額

(百万円)　

非上場株式 36

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められること

から、「③有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。　

　

　(注３）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

区　分
１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
 (百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金　 7,327 － － －

受取手形及び売掛金　 13,519 3 － 28

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

その他有価証券のうち満期の
あるもの（国債・地方債等）

0 － － －

その他有価証券のうち満期の
あるもの(その他)　

74 － － －

合　計　 20,922 3 － 28
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　(注４）社債、長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額　

区　分
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

社債　 210　 140　 40　 40　 20　 －　 －　

長期借入金　 1,084　 745　 554　 517　 471　 －　 －　

リース債務　 316　 218　 135　 41　 9　 30　 －　

合　計　 1,610　 1,103　 730　 598　 500　 30　 －　

　

６．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用の事務所等(土地を

含む)を有しております。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は26

百万円(賃貸収益は営業外収益に、主な賃貸費用は営業外費用に計上)、固定資産売却損は

38百万円(特別損失に計上)、減損損失は57百万円(特別損失に計上)であります。　

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項　

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の
時価(百万円）当連結会計年度期

首残高(百万円）
当連結会計年度増
減額(百万円）

当連結会計年度末
残高(百万円）

2,743　 △104　 2,638　 2,499　

(注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除

　　　 した金額であります。

(注２）当連結会計年度増減額のうち、主な増減額は売却（118百万円）による減少等で

　　　 あります。

(注３）当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動

　　   産鑑定評価書に基づく金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む）、その他の

　　   物件については一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に

　　　 基づいて自社で算定した金額であります。

 

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 519円63銭

(2) １株当たり当期純利益 23円52銭
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貸　借　対　照　表

（平成24年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 　 産 　 の 　 部 ） 　 （ 負 　 債 　 の 　 部 ） 　
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未 収 収 益

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

ガ ス 供 給 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

破 産 更 生 債 権 等

会 員 権

そ の 他

貸 倒 引 当 金

 　　 　20,416

4,544

4,325

6,525

74

2,542

924

11

70

210

21

775

255

282

△148

18,359

12,340

3,044

150

90

314

0

199

8,536

2

322

242

65

13

1

5,696

1,946

2,538

1,107

40

104

60

△101

流 動 負 債 14,078
支 払 手 形 249
買 掛 金 8,808
短 期 借 入 金 2,072
一年以内返済予定の長期借入金 830
一年以内償還予定の社債 170
未 払 金 246
未 払 費 用 246
未 払 法 人 税 等 384
前 受 金 730
預 り 金 16
賞 与 引 当 金 216
役 員 賞 与 引 当 金 42
受 注 損 失 引 当 金 15
設 備 関 係 未 払 金 46
そ の 他 2

固 定 負 債 5,530
社 債 100
長 期 借 入 金 2,047
長 期 未 払 金 269
繰 延 税 金 負 債 1,555
再評価に係る繰延税金負債 1,260
退 職 給 付 引 当 金 146
資 産 除 去 債 務 9
長 期 預 り 保 証 金 142

負 債 合 計 19,609
（純　資　産　の　部） 　
株 主 資 本 17,589
資 本 金 4,028
資 本 剰 余 金 2,390
資 本 準 備 金 2,366
その他資本剰余金 23

利 益 剰 余 金 12,159
利 益 準 備 金 590
その他利益剰余金 11,568

固定資産圧縮積立金 6,068
固定資産圧縮特別勘定積立金 125
別 途 積 立 金 300
繰越利益剰余金 5,074

自 己 株 式 △988
評価・換算差額等 1,577

その他有価証券評価差額金 341
土地再評価差額金 1,236

純 資 産 合 計 19,167
資 産 合 計 38,776 負 債 ・ 純 資 産 合 計 38,776
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損　益　計　算　書

(平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高  27,295

売 上 原 価  22,321

売 上 総 利 益  4,974

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  4,597

営 業 利 益  376

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 12  

受 取 配 当 金 126  

受 取 賃 貸 料 216  

受 取 手 数 料 29  

そ の 他 14 399

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 49  

社 債 利 息 7  

売 上 割 引 13  

為 替 差 損 45  

賃 貸 費 用 75  

そ の 他 10 202

経 常 利 益  573

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 1,043  

受 取 保 険 金 33  

収 用 補 償 金 737 1,813

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 売 却 損 73  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 13  

減 損 損 失 1,272  

関 係 会 社 出 資 金 評 価 損 103 　

工 場 移 転 費 用 171  

災 害 に よ る 損 失 37 　

そ の 他 0 1,671

税 引 前 当 期 純 利 益  716

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 562  

法 人 税 等 調 整 額 △384 178

当 期 純 利 益  537



2012/05/29 19:57:55 ／ 11810192_小池酸素工業株式会社_招集通知

株主資本等変動計算書

－ 31 －

株主資本等変動計算書

(平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで)

（単位：百万円）

 

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資本準備金

その他資本
剰 余 金

利益準備金

その他利益剰余金

固定資産
圧縮積立金

固定資産圧
縮特別勘定
積 立 金

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

平成23年4月1日期首残高 4,028 2,366 23 590 5,260 18 300 6,967 △987 18,568

事業年度中の変動額           

剰 余 金 の 配 当        △293  △293

固定資産圧縮積立金の積立     466 　  △466  －

税率変更に伴う積立金の増加 　 　 　 　 437 　 　 △437 　 －

固定資産圧縮積立金の取崩     △96 　　  96  －

固定資産圧縮特別勘定積立金の積立          125 　 △125  －

固定資産圧縮特別勘定積立金の取崩 　 　 　 　 　   △18 　 18 　 －

土地再評価差額金の取崩       　 　 △1,222  △1,222

当 期 純 利 益        537  537

自 己 株 式 の 取 得         △1 △1

自 己 株 式 の 処 分   △0      0 0

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の 変 動 額 ( 純 額 )

          

事業年度中の変動額合計 － － △0 － 807 107 － △1,892 △1 △978

平成24年３月31日期末残高 4,028 2,366 23 590 6,068 125 300 5,074 △988 17,589

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益
土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成23年4月1日期首残高 335 △0 △160 175 18,743

事業年度中の変動額      

剰 余 金 の 配 当     △293

固定資産圧縮積立金の積立     －

税率変更に伴う積立金の増加 　 　 　 　 －

固定資産圧縮積立金の取崩     －

固定資産圧縮特別勘定積立金の積立     －

固定資産圧縮特別勘定積立金の取崩 　 　 　 　 －

土地再評価差額金の取崩     △1,222

当 期 純 利 益     537

自 己 株 式 の 取 得     △1

自 己 株 式 の 処 分     0

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の 変 動 額 ( 純 額 )

6 0 1,396 1,402 1,402

事業年度中の変動額合計 6 0 1,396 1,402 424

平成24年３月31日期末残高 341 － 1,236 1,577 19,167
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個別注記表

記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

②　デリバティブ ………… 時価法を採用しております。

③　たな卸資産 …………… 移動平均法、個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しておりま

す。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 ………… 定率法

　（リース資産を除く） ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）については定額法によっております。

②　無形固定資産 ………… 定額法

　（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③　リース資産 …………… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース

取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。
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(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 …………… 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金 …………… 従業員に対して支給する賞与に充てるため、賞与支給見込額の

当事業年度負担額を計上しております。

③　役員賞与引当金 ……… 役員に対して支給する賞与に充てるため、賞与支給見込額を計

上しております。

④　受注損失引当金 ……… 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度において

将来の損失が見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積るこ

とが可能なものについて、翌事業年度以降の損失見込額を引当

計上しております。

⑤　退職給付引当金 ……… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法により、発生年度から費用

処理しております。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理することとしております。

(4) ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替相場変動リスクのヘッジについて振当

　　処理の要件を充たしている場合には振当処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段 …………… 為替予約

　　ヘッジ対象 …………… 輸出取引に係る外貨建売掛債権

③　ヘッジ方針

　　当社管理部の管理により、輸出成約見込高の範囲内で行うこととしており、投機目的の

　　取引は行っておりません。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　　ヘッジ手段とヘッジ対象が対応していることを確認することにより、有効性を評価して

　　おります。

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
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(6) 追加情報

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）　　

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更

及び誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号　平成21年12月４日)及び「会計上

の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号　平成21

年12月４日)を適用しております。

　

２．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産  百万円

建物 161 

土地 3,374 

計 3,536 

②　担保に係る債務  百万円

短期借入金 1,499 

長期借入金及び一年以内返済予定の長期借入金 2,346 

計 3,846 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 9,303百万円

(3) 保証債務

他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。

  百万円

コイケヨーロッパＢ．Ｖ． 395

　（外貨3,600千ユーロ）

 

小池酸素（唐山）有限公司 340 

小池高圧ガス協同組合 159 

新洋酸素株式会社 68 

川口總合ガスセンター株式会社 45　

株式会社市川総合ガスセンター 19 

計 1,029 

(4) 関係会社に対する債権及び債務

短期金銭債権 3,523百万円

長期金銭債権 32百万円

短期金銭債務 1,600百万円

長期金銭債務 39百万円
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(5) 土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関す

る法律の一部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土

地の再評価を行い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし

て負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計

上しております。

・再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号

に定める路線価及び路線価のない土地は第２条第３号に定める固定資産税評価額に基

づいて、奥行き価格補正等の合理的な調整を行って算出しております。

・再評価を行った年月日　　　　　　　　　　　　　　 　　　平成14年３月31日

・再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

（時価が帳簿価額を下回る金額） 　　　2,145百万円

　

３．損益計算書に関する注記

(1)関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 5,766百万円

仕入高 7,985百万円

営業取引以外の取引による取引高 321百万円

(2)たな卸資産の帳簿価額の切下げ

売上原価には、収益性の低下に伴う簿価切下げによる、たな卸資産評価損25百万円が含ま

れております。

(3)減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産について減損損失を計上しております。

場　所 用　途 種　類
金　額

（百万円）

機 械 装 置 事 業 に
お け る 土 気 工 場
（千葉県千葉市）

事業用資産
土地、建物
機械装置等

1,212

千 葉 県 柏 市 他 遊休資産 土地、建物等 59

当社は、事業用資産については管理会計上の区分を基礎として地域毎に、賃貸資産及び

遊休資産については物件毎にグルーピングを行っております。

その結果、営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなっている事業用資産及び地

価の下落により回収可能価額が帳簿価額を下回っている遊休資産について、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（1,272百万円）として特別損失に計上

しました。その内訳は、土地229百万円、建物427百万円、機械装置377百万円、その他238

百万円であります。

なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、時価の算定は鑑

定評価額等、売却や他への転用が困難な資産は零として評価しております。 
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４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 当事業年度期首
株式数（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少
株式数（千株）

当 事 業 年 度 末
株式数（千株）

普通株式　(注) 3,348 5 1 3,352

合 計 3,348 5 1 3,352

（注）変動事由

増加の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取 5千株

減少の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買増し請求による売却 1千株

　

５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

（繰延税金資産）  百万円

 退職給付引当金 189 

 賞与引当金 82 

 減損損失 471 

 ゴルフ会員権評価減 57 

 未払事業税 29 

 貸倒引当金 84 

 たな卸資産評価減 88 

 その他 213 

 繰延税金資産小計 1,216 

 評価性引当額 △261 

 繰延税金資産合計 954 

（繰延税金負債）

　 固定資産圧縮積立金 △2,029 　

　 固定資産圧縮特別勘定積立金 △69 　

　 その他有価証券評価差額金 △188 　

　 その他 △12 　

　 繰延税金負債合計 △2,300 　

　 繰延税金負債の純額 △1,345 　

　 再評価に係る繰延税金負債  　

　 土地再評価益 △1,260 　

　 再評価に係る繰延税金負債の額 △1,260 　
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６．関連当事者との取引に関する注記　　

（1）役員及び個人主要株主等　

　 　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

属　性 会社等の名称 住　所
資本金又
は出資金

事業の内容
議 決 権 等 の
所有（被所有）
割 合

関 係 内 容

取引の内容 取引金額 科　目 期末残高役員の
兼任等

事業上
の関係

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会 社

山脇酸素㈱　
（注）1　

広島県

尾道市
　18

溶断機器・

高圧ガス・

溶接材料の

販 売

　－ 兼任１名

当社製

商品の

販売等

製商品

の販売
369

受取手形 　92

売 掛 金 　82

製商品

の仕入
145 買 掛 金 　19

（注1）山脇酸素㈱は、当社常務取締役 山脇真一氏及びその近親者が当事業年度末現在、議決権

　　　 の100％を保有しております。　

（注2）取引金額は消費税等が含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれておりま

　　　 す。

（注3）取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　 市場価額等を勘案して一般的な取引条件と同様に決定しております。

（2）子会社及び関連会社　　　
 （単位：百万円）

属　性 会社等の名称 住　所
資本金又
は出資金

事業の内容
議決権等の
所 有 割 合

関 係 内 容

取引の内容 取引金額 科　目 期末残高
役員の
兼任等

事業上
の関係

 
子会社

㈱ 小 池
メディカル

東 京 都
江戸川区

261
医 療 用 ガ
ス・機器の
製 造 販 売

直接45.7％
間接19.9％

兼任３名
事務所等の
賃 貸

事務所等の
賃 貸

40 　 ― ―

㈱ 群 馬
コ イ ケ

群 馬 県
伊勢崎市

30
溶断機器、
医 療 機 器
等 の 製 造

直接40％
間接30％

兼任１名

当社製品の
製 造 、
事務所等の
賃 貸

事務所等の
賃 貸

70  ― ―

小池酸素
（唐山）
有限公司

中 国
河 北 省
　

7,650
千米ドル

機械装置等
製 造 販 売

直接100％ 兼任６名
当社製品の
製 造 販 売

当社製品
等の販売

877 売 掛 金 　482

資 金
の 貸 付

280

短期貸付金

　

  　280

　
貸付金の
回 収

280

利 息 の
受 取

5 未収収益 0

債務保証
（注３）

340 　 ― ―

コ イ ケ
ヨーロッパ
Ｂ ． Ｖ ．

オ ラ ン ダ
北ホラント州

1,498
千ユーロ

機械装置等
販 売

直接100％ 兼任４名
当社製品
の 販 売

債務保証
（注３）

395 ― ―
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（注1）取引金額は消費税等が含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれておりま　

　　　 す。

（注2）取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　 製品等の販売・購入については、市場価額等を勘案して一般的な取引条件と同様に決定

　　　 しております。　

　　　 事務所等の賃貸については、近隣の取引事例を参考に決定しております。

　　　 資金の貸付利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

（注3）当社は、小池酸素（唐山）有限公司、コイケヨーロッパＢ．Ｖ．の銀行借入に対して債

　　　 務保証を行っております。

 

７．リースにより使用する固定資産に関する注記（リース取引に関する会計基準適用初年度開始

前の所有権移転外ファイナンス・リース取引）

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額

（百万円）

減価償却
累計額相当額
（百万円）

期末残高
相当額

（百万円）

車 両 運 搬 具 5 4 0

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額　

１年内 0百万円

１年超  －百万円

 合計 0百万円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が、有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

(3) 支払リース料、減価償却費相当額

支払リース料 1百万円

減価償却費相当額 1百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 457円70銭

(2) １株当たり当期純利益 12円84銭
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連結計算書類に係る会計監査人監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成24年５月16日 
 小池酸素工業株式会社  
 取締役会　御中  

 東 光 監 査 法 人  

 

指定社員
業務執行社員

公認会計士鈴 木 昌 也 

指定社員
業務執行社員

公認会計士外 山 卓 夫 
　

 

 　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、小池酸素工業株式会
社の平成23年4月1日から平成24年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、
すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及
び連結注記表について監査を行った。
　
連結計算書類に対する経営者の責任　
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、
不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示
するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。
　
監査人の責任　
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場
から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が
国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうか
について合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査
を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又
は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた
めのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応
じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針
及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。
　
監査意見　
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、小池酸素工業株式会社及び連結子会
社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を
すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人監査報告

 独立監査人の監査報告書  
 平成24年５月16日 
 小池酸素工業株式会社  
 取締役会　御中  
 東 光 監 査 法 人  

 

指定社員
業務執行社員

公認会計士鈴 木 昌 也 

指定社員
業務執行社員

公認会計士外 山 卓 夫 
　

 

 　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、小池酸素工業
株式会社の平成23年4月1日から平成24年3月31日までの第89期事業年度の計算
書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
　
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することに
ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場
から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監
査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書
に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査
計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監
査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断
により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の
有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。
また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明
細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。
　
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において
一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及
びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点に
おいて適正に表示しているものと認める。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に
より記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会監査報告

 監　査　報　告　書  

 　監監査役会は、平成23年4月1日から平成24年3月31日までの第89期事業年

度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の結果、監査役全員の一致した意見として本監査報告書を作成し、

以下のとおり報告いたします。
　
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

  監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

  各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通

を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会そ

の他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、

本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保する

ために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める

体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されて

いる体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構

築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、

意見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役

等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告

を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びそ

の附属明細書について検討いたしました。

  さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査

人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平

成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係

る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注

記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損

益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いた

しました。
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 ２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人東光監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人東光監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

 

 平成24年５月18日  

 小 池 酸 素 工 業 株 式 会 社 　 監 査 役 会  

 

常勤監査役 清 水 一 馬 
社外監査役 友 國 八 郎 
社外監査役  田  郎 
社外監査役 松 尾 武 久 

 

 　　　  

以　上
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株主総会参考書類

　

議案および参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

当社は、株主の皆様への安定した利益還元を継続するとともに、新製品の

開発・新分野への進出、生産設備の増強・改善などの設備投資を積極的に行

って、企業体質の強化・内部留保の充実を図り、業績に裏付けされた成果の

配分を行うことを基本方針としております。

第89期の期末配当金につきましては、東京外かく環状道路建設に伴う市川

事業所収用による当社保有資産の一部譲渡により特別利益が計上されたこと

から、特別配当を加え、下記のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類

金銭といたします。　

(2) 株主に対する配当財産の割当に関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金７円（うち、普通配当５円・特別配当２円）

総額293,139,091円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成24年６月29日

　

第２号議案　取締役13名選任の件

取締役全員（14名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つ

きましては、取締役会において戦略的かつ機動的に意思決定が行えるよう取

締役を１名減員し、取締役13名の選任をお願いしたいと存じます。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
〔 重 要 な 兼 職 の 状 況 〕

所 有 す る
当社株式の数

当社との
特 別 の
利害関係

１

こ  いけ 　 やす  お

小　池　康　雄

(昭和12年10月12日生)

昭和37年３月　当社取締役

昭和45年８月　当社常務取締役

昭和51年６月　当社専務取締役

昭和57年６月　当社代表取締役副社長

平成２年６月　当社代表取締役社長

平成14年６月　当社取締役会長現在に

至る

〔小池商事株式会社代表取締役社長〕

115,500株 （注）１
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
〔 重 要 な 兼 職 の 状 況 〕

所 有 す る
当社株式の数

当社との
特 別 の
利害関係

２

こ  いけ 　 てつ  お

小　池　哲　夫

(昭和20年４月８日生)

昭和45年３月　当社入社

昭和56年11月　当社東京支店長

昭和60年６月　当社取締役

平成５年５月　当社常務取締役

平成８年６月　当社専務取締役

平成11年５月　当社常務取締役

平成13年６月　当社専務取締役

平成14年６月　当社代表取締役社長現

在に至る

　　　　　　　（現在機械部長）

〔小池酸素（唐山）有限公司董事長〕

〔栃木共同アセチレン株式会社代表取締役社長〕

〔群馬共同液酸株式会社代表取締役社長〕

315,738株 （注）２

３

よこ  た 　 おさむ

横　田　　　修　

(昭和23年12月13日生)

昭和47年４月　株式会社東海銀行（現

株式会社三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行）入行

平成12年５月　当社顧問

平成12年６月　当社取締役

平成13年６月　当社常務取締役

平成17年６月　当社専務取締役

平成22年６月　当社代表取締役副社長

現在に至る

（現在管理部長）

42,000株 なし

４

やま  わき 　 しん  いち

山　脇　真　一

(昭和29年４月20日生)

昭和55年４月　当社入社

平成14年11月　当社機械販売部次長

平成15年６月　当社取締役

平成20年６月　当社常務取締役現在に

至る

（現在機械販売部長兼

機械部副部長）

〔コイケコリア・エンジニアリング株式会社

代表理事社長〕

22,000株 （注）３
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
〔 重 要 な 兼 職 の 状 況 〕

所 有 す る
当社株式の数

当社との
特 別 の
利害関係

５

いし  だ 　 たか  みち

石　田　孝　道

(昭和31年７月５日生)

昭和54年４月　当社入社

平成14年10月　当社機械生産部次長

平成15年６月　当社取締役

平成20年６月　当社常務取締役現在に

至る

（現在機械生産部長兼国際技

術部長）

25,000株 なし

６

いま じょう すすむ

今　城　　　進　

(昭和25年５月３日生)

昭和49年４月　株式会社三和銀行（現

株式会社三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行）入行

平成16年４月　当社入社、機械販売部

次長

平成17年７月　当社海外部長

平成20年６月　当社取締役現在に至る

（現在海外部長兼イン

ド現地法人設立準備室

長）

〔コイケヨーロッパＢ.Ｖ.ＣＥＯ〕　

22,000株 （注）４

７

おか  ざき 　 たかし

岡　崎　　　隆　

(昭和25年２月７日生)

昭和43年３月　当社入社

平成13年２月　当社九州支店長

平成17年11月　東京酸商株式会社代表

取締役社長

平成20年６月　当社取締役現在に至る

（現在東京支店長、溶

材商品部長兼東日本グ

ループ長）

〔株式会社市川総合ガスセンター代表取締役社長〕

21,000株 （注）５

８

まる  やま 　 よう  いち

丸　山　要　一

(昭和31年10月10日生)

昭和55年４月　当社入社

平成15年７月　当社機械生産部開発設

計グループ部長代理

平成20年６月　当社取締役現在に至る

（現在機械生産部技術部長）

11,000株 なし
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
〔 重 要 な 兼 職 の 状 況 〕

所 有 す る
当社株式の数

当社との
特 別 の
利害関係

９

く  ぼ 　 なお  き

久　保　直　樹

(昭和31年５月17日生)

昭和56年７月　当社入社

平成13年12月　当社北関東支店長

平成17年11月　当社名古屋支店長

平成20年６月　当社ガス部次長

平成22年６月　当社取締役現在に至る

　　　　　　　（現在ガス部長）　

〔茨城ガスセンター株式会社代表取締役社長〕　

〔川口總合ガスセンター株式会社代表取締役〕

〔株式会社埼北総合ガスセンター代表取締役社長〕

〔千葉アセチレン株式会社代表取締役社長〕

5,100株 （注）６

10

おお く ぼ 　 よし  たか

大久保　義　孝

(昭和34年５月３日生)

昭和57年３月　当社入社

平成15年12月　当社中国支店長

平成20年６月　当社大阪支店長

平成22年６月　当社取締役現在に至る

　　　　　　　（現在大阪支店長兼西

日本グループ長）　

5,000株 なし

11

こ  いけ 　 やす  ひろ

小　池　康　洋

(昭和41年８月４日生)

平成４年１月　当社入社

平成12年５月　コイケアロンソン株式

会社出向

平成13年７月　コイケヨーロッパＢ.

Ｖ.出向

平成22年６月　当社取締役現在に至る

　　　　　　　（現在国際技術部長補

佐兼コイケヨーロッパ

Ｂ.Ｖ.ＣＯＯ）

161,500株 なし
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
〔 重 要 な 兼 職 の 状 況 〕

所 有 す る
当社株式の数

当社との
特 別 の
利害関係

12

こ  いけ 　 まさ  たか

小　池　正　孝

(昭和24年８月15日生)

昭和47年４月　富士写真フイルム株式

会社（現富士フイルム

株式会社）入社

平成９年４月　当社入社､管理部財務･

経理担当次長

平成12年７月　当社東京支店長

平成14年６月　当社取締役現在に至る

（現在小池酸素（唐

山）有限公司総経理）

34,984株 なし

13

さい  とう 　 はる  ひろ

齋　藤　晴　洋

(昭和25年８月１日生)

昭和49年４月　大阪鋼材株式会社（現

日鐵商事株式会社）入

社

平成16年６月　同社取締役

平成17年４月　同社取締役執行役員

平成20年６月　同社取締役常務執行役

員

平成22年４月　同社取締役専務執行役

員現在に至る　　　　

0株 なし

（注）１．当社と小池商事株式会社との間には、溶接機材の仕入等の取引関係があります。

　　　２．当社と小池酸素（唐山）有限公司との間には、機械装置等の販売・仕入の取引関係が
あります。

　　当社と栃木共同アセチレン株式会社との間には、高圧ガスの仕入等の取引関係があり
ます。
当社と群馬共同液酸株式会社との間には、高圧ガスの販売・仕入の取引関係がありま
す。

３．当社とコイケコリア・エンジニアリング株式会社との間には、機械装置等の販売・仕
入の取引関係があります。

４．当社とコイケヨーロッパＢ．Ｖ．との間には、機械装置等の販売、建物等の賃貸の取
引関係があります。

５．当社と株式会社市川総合ガスセンターとの間には、高圧ガスの販売・仕入、建物等の
賃貸の取引関係があります。

６．当社と茨城ガスセンター株式会社との間には、高圧ガスの販売・仕入、建物等の賃貸
の取引関係があります。
当社と川口總合ガスセンター株式会社との間には、高圧ガスの販売・仕入、建物等の
賃借の取引関係があります。
当社と株式会社埼北総合ガスセンターとの間には、高圧ガスの販売・仕入、建物等の
賃貸の取引関係があります。
当社と千葉アセチレン株式会社との間には、高圧ガスの販売・仕入の取引関係があり
ます。

７．齋藤晴洋氏は、社外取締役候補者であります。
８．齋藤晴洋氏は、企業経営に関し豊富な経験と見識を有し、当社関係業界に精通してい

ることから、当社の経営に対する適切な助言をいただけるものと判断し、社外取締役
として選任をお願いするものであります。

９．齋藤晴洋氏が社外取締役に就任された場合には、同氏との間で会社法第423条第１項の
賠償責任を限定する契約を締結する予定であり、当該契約に基づく賠償責任限度額は、
法令が定める金額となります。

　　以　上
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株主総会会場ご案内
　

会　　場　東京都墨田区江東橋三丁目９番10号

墨田区・丸井共同開発ビル９階 すみだ産業会館 会議室

（丸井錦糸町店９階）　
　

交　　通　・ＪＲ総武線 錦糸町駅南口下車（徒歩３分）

・地下鉄半蔵門線 錦糸町駅（出入口１）下車（徒歩３分）
　

株主総会会場

＝半蔵門線錦糸町駅出入口
押上

北斎通り北斎通り

交番

交番交番

交番

歩道橋歩道橋

錦糸公園
4

3

ロッテシティホテル
錦糸町
ロッテシティホテル
錦糸町

亀戸

リヴィン

楽天地ビル

アルカ
イースト

アルカキット
錦糸町

丸井

すみだ
産業会館

両国

住吉

亀戸
みずほ
銀行

ＪＲ線
錦糸町

北口

南口

四
ツ
目
通
り両国

11
2

マクドナルド

セブンイレブン

Ｎ

京葉道路

テルミナ

南口ロータリー

　
　当日は、駐車場の用意はいたしておりませんので、会場へのお車でのご来場は、
ご遠慮くださいますようお願い申しあげます。




